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	ジョーンズ・デイでは、世界各国に広がる40以上のオフィスが、現地の法令や判例等の最新情報をAlert/Commentary等としてお伝えしています。その中から日系企業に特に関心が高いと思われるものを以下でご紹介します。なお、英文部分の各リンクからAlert/Commentary等の原文をご覧頂けます。
	現在、AIは、人間である発明者の関与なしに、自律的に新たなイノベーションを創作できるまでに至っていますが、AIが発明したイノベーションが特許による保護の対象となりうる発明であるかは、未解決の課題となっています。
	米国において、近時、人間の関与を伴わずにAIが自律的に創作した発明に対する特許保護を求める2件の特許申請がなされました。同特許申請では、AI自身を発明者としています。また、米国特許商標庁は、現在、AIと特許法との関係について検討しており、2019年10月11日までパブリックコメントを求めています。
	これらの特許申請及び米国特許商標庁における検討は、将来のAIによる発明のための舞台を整えるものになる可能性があり、自社技術の開発等にAIを使用する企業は、その進展を見守るべきものと考えられます。
	日本ペイントホールディングス株式会社（以下「日本ペイント」）によるオーストラリア証券取引所の上場企業であるDuluxGroup社（以下「Dulux」）の買収に関し、近時、オーストラリアの議決権行使助言会社は、Duluxの取締役が日本ペイントによる買収提案を受諾するに際して、（対抗提案を勧誘するための）「ゴー・ショップ」期間を設けることを交渉すべきだったのではないかと疑問を呈しています。
	当該指摘は、日本ペイントが高額なプレミアムを支払うことを合意したことからすれば驚かされるものですが、以下の点からも、的を射ないものであると考えられます。
	すなわち、オーストラリアのM&A法制においては、上場会社の支配権の移転に際し、既に一定のオークション手続が確保されるような制度となっています。同法制においては、対抗提案者がより有利な条件で対抗提案を行うことは何ら禁止されておらず、「ゴー・ショップ」条項を交渉することが新たな対抗提案者を出現させることに必要というものでもありません。
	オーストラリアのM&Aにおける「ゴー・ショップ」条項は新たな論点ではありません。「ゴー・ショップ」条項がオーストリアのM&A取引における実務となるであろうという声もありますが、依然として非常に稀なものであり、今後もその傾向は変わらないものと思われます。
	他方、日本では、経済産業省が近時策定した「公正なM&Aの在り方に関する指針」（なお、同指針の概要については、Jones Day News Letter “Japan Legal Update 2019年7月・8月号”をご参照下さい。）において、買収者が支配株主でない場合には、マーケット・チェック（他の潜在的な買収者による対抗的な買収提案が行われる機会を確保すること）が、M&A取引の公正性を担保するための措置として有効に機能する場合が多いと考えられています。
	したがって、オーストラリアとは対照的に、日本では、今後、マーケット・チェックの実施が検討される事例が増える可能性もあるとの指摘もあります。
	2019年9月、カリフォルニア州議会は、カリフォルニア州消費者プライバシー法（以下「CCPA」といいます。）を修正する以下の5件の法案を承認しました。これらの修正は、CCPAにおいて曖昧であった条項を明確化し、その適用範囲を絞るものです。
	A.B.25－従業員に関するデータを、消費者が開示、削除又はオプトアウトを要求する権利の対象から1年間除外しました。
	A.B.874－「公に利用可能な情報」及び「識別不能又は統合された情報」が個人情報に含まれないことを明確にしました。
	A.B.1146―ワランティ又はリコールに関連して実施する自動車の修理に必要な自動車及び所有者データを、オプトアウトする権利の対象から除外しました。
	A.B.1355－個人情報の定義の修正など、CCPAの様々な規定を明確化しました。B2Bにおいて他の企業の従業員について収集される個人情報が1年間除外されます。
	A.B.1564－オンライン事業のみを運営する企業は、消費者の権利行使に応じるため、Eメールアドレスのみを提供すればよいと規定しました。
	また、カリフォルニア州議会は、CCPAの修正ではありませんが、CCPAのコンプライアンスに関連する6番目の法案（A.B.1202）も承認しました。この法案においては、データ処理業者の新しい類型として「データブローカー」を創設されています。
	CCPAを遵守が求められる事業者は、これらの法案を踏まえたデータコンプライアンス計画を立てる必要があるといえます。
	2019年7月8日、ブラジルの一般データ保護法（Lei Geral de Proteção de Dados Pessoais）（以下「LGPD」といいます。）の最終法案が承認されました。
	LGPDの最終法案においては、データ保護規制の監督を担う政府機関である国立データ保護機関（Autoridade Nacional de Proteção de Dados）（以下「ANPD」といいます。）が創設されました。この点は、ブラジルにおいてこれまでのデータ保護の枠組みに欠けていた機能を追加する重要な改正であるといえます。
	その他の重要な点として、以下の点が挙げられます。
	－政府や州なども規制の対象となります。
	－データ保護責任者の任命が、データ管理者及びデータ処理者のいずれにも、求められます。
	－センシティブな医療データをヘルスケアサービスの提供等の際に利用することが認められました。
	－情報開示と不正アクセスの問題について、データ主体及びデータ管理者との間で直接の解決を図ることが認められました。
	－違反行為があった場合の法執行に関し、ANPDの法執行手続に替えて、ANPDと対象となるデータ管理者等が、違反行為の停止、是正措置の実行などを内容とする合意を締結することが可能となりました。
	－データ侵害時に合理的な期間内にANPDに通知をすることが求められています。
	その他、2019年9月は以下の最新情報をAlert/Commentaryとしてお伝えしています。
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